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１．はじめに

　東濃地科学センター（以下，TGC）では，地層
処分技術開発の基盤的な研究である深地層の科学
的研究として広域地下水流動研究と超深地層研究
所計画を実施している。

　両研究では，地下水流動場の把握を目的として
地下水流動解析を実施しているが，解析にあたっ
ては，地表から地下深部への水の涵養機構の解明
と，涵養量が解析に与える影響を把握することが
重要である。
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　The Tono Geoscience center has been continuing water balance observation since fiscal 1998, and examining 
groundwater recharge into the basement rock. This report analyzes water balance at seven catchments in the regional 
hydrogeological study project field, and the applicability of area precipitation, an  important item of water balance 
analysis, is examined.
　The result of the examination is shown below. Values of groundwater recharge in the small-scale catchments, such as 
upstream and downstream of the Shobagawa, are influenced by the local groundwater flow system. But, those in the 
Shobagawa catchment are influenced by the larger groundwater flow system.
The plane distribution of groundwater recharge matches the result of the distribution of groundwater flow analysis.

　東濃地科学センターでは，表層水理研究の一環として1998年度より水収支観測を実施し岩盤浸透量の検討を行
っている。本報告では，水収支解析の重要な項目である面積雨量の適用性を検討し，既報の岩盤浸透量の見直し

と，新たな流域での水収支解析を行った。

　その結果，正馬川流域では，小さなスケールの観測流域である上・下流域では局所的な地下水流動系での地下

水の出入りが観測され，全流域ではより大きなスケールの地下水流動系での水収支が観測されている可能性が示

された。次に，算出された岩盤浸透量の平面分布と，地下水流動解析結果とを比較した結果，両解析で地下水の

浸透・湧出の分布や岩盤浸透量の傾向が整合することがわかった。
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　これらの課題の検討を目的として，TGCでは表
層水理研究の一環として水収支観測を継続し，一
部の流域の検討結果が報告されている（表１）。
　本報告では，観測が実施されている７つの流域
の水収支解析結果を取りまとめ，未報告の流域を
含めて年度岩盤浸透量を検討する。また，岩盤浸
透量の算定上重要な要素である面積雨量の設定手
法の適用性を検討し，既存の報告算出結果の見直
しを行なう。次に，算出された岩盤浸透量の平面
分布の検討と，地下水流動解析結果との比較を実
施し，水収支観測流域のスケールと解析で対象と
する地下水流動系のスケールとの関係について検
討を行なう。

２．これまでの成果の整理とその問題点

（１）これまでの水収支観測における成果
　TGCでは，広域地下水流動研究の研究実施領域
（以下，研究実施領域という）において，１９８９年よ
り表層水理定数観測システム1）を順次観測流域に
設置し，観測を続けている（各流域の観測期間の
詳細は，２．３項に示す）。これまでの研究では，正
馬川流域と東濃鉱山流域を中心として水収支計算
を行い，岩盤浸透量を算出してきた（表１）。これ
らの研究結果から，以下のことが明らかになった。
�　河川流量が降水量の変化に応じて増減する6）。

�　蒸発散量（原文では蒸発量）の年度による差
が小さい6）。
�　正馬川流域の中では，水収支計算上の岩盤浸
透量が，上流域は全流域に比べて有意に大きい
値を示し6），流域内の岩盤浸透量に空間的，経年
的不均一が見られる5）。
�　河川流量の補正・補完と気象観測データの補
完が，岩盤浸透量の値に大きく影響をあたえる5）。

（２）水収支法による岩盤浸透量推定手法の課題
　山内，他（２０００） 5）では，水収支法による岩盤浸
透量推定手法の課題を，
�　岩盤浸透量のばらつきの原因
�　観測流域における算出値の地下水流動解析領
域への適用方法

�　人工ノイズの評価
の３項目に整理した。また，これらの課題のうち
�のばらつきの原因については「（岩盤）浸透量の
経年変化」以外に，以下の点を指摘した。
ア）流域内の降水量の代表性
イ）蒸発散量推定手法の検討
ウ）流域外の地下水流入出
エ）地下貯留量の変化
　山内，他（２０００）では，これら４項目のうち，
ア）について検討を行い，個別の雨雪量計の観測
値と河川流出高との相関係数から流域を代表する
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表１　研究実施領域におけるこれまでの岩盤浸透量算定結果

岩盤浸透量

観測期間研究報告名

東濃鉱山流域正馬川上流域正馬川全流域

日平均
（mm/day）

年度算出値
（mm/year）日平均

（mm/day）

年度算出値
（mm/year）日平均

（mm/day）

年度算出値
（mm/year）

平均最大・最小平均最大・最小平均最大・最小

－－－－－－０．５７－２０７．５
１９８９年５月～
１９９０年４月

中野，他１９９１1）

０．４３１５７１１９～１７７０．９３３４２２５０～４６４０．１９６９１９～１５３１９９０年～１９９４年岡崎，他１９９７2）※

０．５８２１４１１９～３１５０．９３３４１２５０～４６４０．２８１０１１９～２６５１９９０年～１９９７年
小田川・三枝，他
１９９９3）

－－－－－－０．３８－１４９．８
１９９２年９月～
１９９３年９月

小田川・竹内１９９９4） －－－－－－０．６２－２６６
１９９４年６月～
１９９５年７月

－－－－－－０．５３－４０５．７
１９９５年４月～
１９９７年４月

－－－０．６６２４３－３０～４８９０．０４１６－１９～７１１９９０年～１９９８年山内，他２０００5）

※：正馬川全流域の値は小林ほか１９９６6）と同じ。
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降水量を検討した。本報告では，個別の観測値に
加え，観測雨量を面積加重平均して求める面積雨
量もあわせて検討し，既往の報告以降に観測した
水収支観測結果について見直しを行う。また，見
直した岩盤浸透量のばらつきについて再評価し，
今後の研究課題について整理する。

３．水収支法による岩盤浸透量推定手法

（１）研究実施領域の地形地質概要
　本研究実施領域は岐阜県東部の東濃地域に位置
し，木曽川と庄内川水系の中流域にあたる土岐川
に挟まれる丘陵地である。
　この地域には，後期白亜紀の貫入岩体である土
岐花崗岩，第三紀中新世の堆積岩である瑞浪層群，
鮮新世から前期更新世に堆積した未固結砂礫層の
瀬戸層群が分布する。
　土岐花崗岩は，貫入以降の断層運動や隆起侵食
作用によりその上面高度は起伏を持つ。瑞浪層群
は，土岐花崗岩の谷を埋めるように堆積し，大局
的にはほぼ水平に分布するが，堆積以降の断層活
動や隆起により変位も見られる。瀬戸層群は，場
所によって谷埋状に湖成層の粘土層（土岐口粘土
層）が分布し，その上位に尾根線の連続性から推
定される堆積面が北西から南東に緩やかに傾斜し
た扇状地性の砂礫層（土岐砂礫層）が分布する。
（２）水収支法の概念
　水収支法による流域水収支の基本式は，いわゆ
る質量の保存則であり，以下の式で与えられる10）。
　Ｉ－Ｏ＝ΔS ……（１）
Ｉ：流域への流入量（降水量，他流域からの河川
水，地下水等の流入量の総和）
Ｏ：流域からの流出量（河川流出，蒸発散量，地
下水流出等の総和）
ΔS：水文地域の水保有量の変化量（貯留変化量）
　本稿では，上式を設定した流域特性や研究目的
である地下深部への涵養量を考慮し，次式のよう
に変形した。
Ｇ＝Ｐ－ET－Ｑ ……（２）
Ｐ：降水量（mm）
ET：蒸発散量（mm）
Ｑ：河川流出高（mm）
Ｇ：岩盤浸透量（mm）
　ここでは，貯留変化量に関しては，年度ごとの
検討を行うことから，１年間を通してもとに戻る
と仮定し，Ｏとした。また，流域への流入量に関

しては，流域設定が地形的に閉じられているので
他流域からの河川水は無いものとした。ただし，
岩盤内での広域的な地下水流動系を考慮すると，
観測流域が広域的な流出域にあたる場合には，岩
盤からの地下水の湧出が考えられる。したがって，
流域の岩盤浸透量はマイナスの値（岩盤からの湧
出）も観測されうる。
（３）観測流域と観測機器の概要
　本研究の観測流域については，既往の報告5）に詳
細が述べられているので，ここでは概要を述べる
にとどめる。
　河川流量の観測流域は土岐川の２つの支流，日
吉川（６流域）及び賎洞川（１流域）の流域内に
位置する（図１）。これらの流域は基盤地質，流域
の規模，それぞれの流域内の位置関係（上流・下
流）から設定されている。
　気象観測装置は，正馬川流域下流側に位置する
正馬様コミュニティー気象観測装置，正馬川流域
と東濃鉱山流域の境界尾根上に位置する東濃鉱山
気象観測装置，柄石川流域の尾根上に位置する柄
石川気象観測装置が設置されている。
　このうち，正馬様コミュニティー気象観測装置
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図１　水収支観測流域位置図
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は，ペンマン法に必要な観測項目を網羅していな
いため，蒸発散量の推定には使用しなかった。ま
た，正馬川モデル流域の尾根上にはペンマン法に
よる蒸発散両推定を目的としたSMP気象観測装
置，樹冠部の蒸発散量推定を目的としたSMT気象
観測装置が設置されているが，SMPでは示差放射
データの欠測が大きかったため，本稿では使用し
なかった。
　したがって，本報告の蒸発散量推定は東濃鉱山
気象観測装置及び柄石川流域気象観測装置の２点
で実施した。
　降水量観測のための雨雪量計は，正馬様コミュ
ニティー雨雪量計，東濃鉱山雨雪量計，正馬川モ
デル流域尾根部雨雪量計，正馬川モデル流域谷部
雨雪量計，正馬川モデル流域林内雨雪量計，柄石
川尾根部雨雪量計，柄石川谷部雨雪量計の７箇所
が設置されている。このうち，正馬川モデル流域
林内雨雪量計は，降雨の遮断量推定を目的とした
雨雪量計のため，本報告では検討からは除外した。
また，正馬川モデル流域谷部雨雪量計は他の雨雪
量計観測結果と比較して異常な観測値を示してい
るため，検討から除外した。

（４）データの補正・補完方法
　山内，他（２０００） 5）で指摘されたように水収支法
による岩盤浸透量推定にあたっては，実測値であ
る河川流量，気象観測データの補正・補完が岩盤
浸透量の精度に大きく影響を与える。本稿におい
ては，既往の報告以降に行った観測値の補正・補
完も含めて検討し，東濃鉱山及び正馬川流域の水
収支観測結果について見直しを行った。なお，補
正・補完方法の詳細については，「１９８９～２０００年度
表層水理観測年報」 7）を参照されたい。

４．検討結果

４．１　水収支観測結果

　表２に水収支観測結果を示す。
（１）年度降水量（Py：単位mm）
　年度降水量は，正馬様コミュニティー雨雪量計，
東濃鉱山雨雪量計の２箇所で１９９０～２０００年度の１１
年間について算出した。また，正馬川モデル流域
尾根部雨雪量計，柄石川尾根部雨雪量計，柄石川
谷部雨雪量計の３箇所で，１９９９～２０００年度の２年
間について算出した。
（２）年度実蒸発散量（Ey：単位mm）

　年度実蒸発散量は，東濃鉱山気象観測装置と柄
石川気象観測装置のそれぞれの観測値を用いて，
Penman（１９４８）の算定式8）に蒸発散係数＝０．７を
乗じて算出した。東濃鉱山気象観測装置では，１９９０
～２０００年度の１１年間，柄石川気象観測装置では
１９９９～２０００年度の２年間について算出した。
（３）年度河川流出高（Ry：単位mm）
　年度河川流出高は，以下の流域で河川流量計の
観測結果から年度総流出量を積算し，それぞれの
流域面積で除して算出した。
１）正馬川流域
　正馬川流域では，正馬川下流河川流量計（SPD），
正馬川上流河川流量計（SPU），板取洞河川流量計
（IPU）の流量観測値から算出した。なお，正馬川
下流域の河川流出高は，SPD年度総流出量から
SPU年度総流出量を差し引いた流量を正馬川下流
域の年度総流出量とした。正馬川全流域，上流域，
下流域では１９９０～２０００年度の１１年間，板取洞流域
では，１９９３～１９９９年度の７年間について算出した。
２）東濃鉱山流域
　東濃鉱山流域では，東濃鉱山河川流量計（TPU）
の流量観測値から算出した。本流域では１９９１～
１９９９年度の観測期間のうち，１９９２～１９９３年度，１９９８
～１９９９年度の４年間で欠測補完ができなかった。
したがって，算出した河川流出高は５年分である。
３）正馬川モデル流域
　正馬川モデル流域では，正馬川モデル流域河川流
量計（SPM）の流量観測値から算出した。本流域
では１９９９～２０００年度の２年間について算出した。
４）柄石川流域
　柄石川流域では，柄石川下流河川流量計
（GPD），柄石川小流域河川流量計（GPU）の流量
観測値から算出した。柄石川流域では１９９９～２０００
年度の２年間，柄石川小流域では，２０００年度の１
年間について算出した。
（４）降水量と河川流出高の関係
　小林，他（１９９６） 6）では，１９９０～１９９４年までの正
馬川流域のデータから河川流量は降水量に応じて
増減すると指摘した。本稿ではその後の観測デー
タとその他流域のデータを加え，再検討した。
　図２に年度ごとの総降水量と河川流出高の経年
変化を示す。総降水量の経年変化は，各観測地点
とも同じような傾向が読み取れ，１９９１，１９９３，１９９７
～１９９８年度は相対的に降雨量が多く，１９９２，１９９４， 
１９９６年度は相対的に降雨量が少ない。降水量に対
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表２　１９９０～２０００年度までの水収支観測結果一覧表

 単位：mm

２０００年度１９９９年度１９９８年度１９９７年度１９９６年度１９９５年度１９９４年度１９９３年度１９９２年度１９９１年度１９９０年度観　測　年　度

１，５２２１，５２１１，９８９１，７４３１，２８４１，５７３１，０４２１，６５５１，３４２１，８９０１，５３５正馬様コミュニティー雨雪量計

Py

１，３７７１，６４０２，０９３１，８７０１，３１５１，４４６１，０３０１，６１６１，１７８１，８１４１，５２８東濃鉱山雨雪量計

１，４５９１，４９８－－－－－－－－－正馬川モデル流域尾根部雨雪量計

１，４３３１，４０４－－－－－－－－－柄石川尾根部雨雪量計

１，７５９１，４０７－－－－－－－－－柄石川谷部雨雪量計

１，４４９１，５８０２，０４１１，８０６１，２９９１，５１０１，０３６１，６３６１，２６０１，８５２１，５３１算術平均法

面
積
雨
量

１，３９４１，６２６２，０８１１，８５５１，３１１１，４６１１，０３１１，６２１１，１９７１，８２３１，５２９ティーセン法
正馬川
全流域

加
重
平
均
法

１，４００１，６２０２，０７６１，８４９１，３１０１，４６７１，０３２１，６２３１，２０４１，８２６１，５２９支配圏法�

１，３９１１，６２８２，０８３１，８５８１，３１２１，４５８１，０３１１，６２０１，１９３１，８２１１，５２８支配圏法�

１，３７９１，６３８２，０９２１，８６８１，３１５１，４４８１，０３０１，６１７１，１８０１，８１５１，５２８支配圏法�正馬川
上流域 １，３８３１，６３４２，０８９１，８６５１，３１４１，４５２１，０３０１，６１８１，１８５１，８１７１，５２８支配圏法�

１，３９８１，６２２２，０７８１，８５１１，３１０１，４６５１，０３２１，６２２１，２０２１，８２５１，５２９ティーセン法
正馬川
下流域

１，４０６１，６１６２，０７２１，８４４１，３０９１，４７２１，０３２１，６２４１，２１１１，８２９１，５２９支配圏法�

１，３９３１，６２７２，０８２１，８５６１，３１２１，４６０１，０３１１，６２１１，１９６１，８２２１，５２９支配圏法�

４７７５０３５３２４８６５１３４８４５５０４７８５９２５１５５６２東濃鉱山気象観測装置
Ey

６１８５７９－－－－－－－－－柄石川気象観測装置

８９６９３２１，４１０１，２２０７００９３２４５３１，１９６７３４１，３４７９７５正馬川流域

Ry

６５８７４５１，０７２９５７５４３７３４３８９８０５５５７９３７６６２正馬川上流域

９９４１，００９１，５４７１，３２８７６４１，０１２４７８１，３５６８０５１，５１４１，１０２正馬川下流域

－７４６１，３４８１，１３６９６５９６４３３９１，１２８－－－板取洞流域

－－－１，１９３６９５９３４４１３－－１，２４９－東濃鉱山流域

６０６７１０－－－－－－－－－正馬川モデル流域

９６０９３３－－－－－－－－－柄石川流域

７４５－－－－－－－－－－柄石川小流域

Py：年度降水量　　　Ey：年度実蒸発散量
Ry：年度河川流出高　－：観測機器設置前又は欠測補完ができなかった年度
支配圏法�：標高２５７mで分割 支配圏法�：谷底平地を分割

図２　年度ごとの総降水量と河川流出高の経年変化
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する河川流出高は，大局的には正の相関関係が見
られ，小林，他（１９９６） 6）の結論を支持する。ま
た，正馬川，柄石川流域の上流部，下流部の河川
流出高を比較すると，両流域とも上流域が少なく，
下流域が大きい傾向を示す。しかし，板取洞流域
だけは，他の流域と違う変動が部分的に見られる。

４．２　正馬川流域における観測流域を代表する降

水量の検討

　２．１．（２）で示した課題のうち，ここでは ア）流
域内の降水量の代表性について検討する。流域を
代表する降水量は一般的には「面積雨量」といわ
れ，表３に示すようなさまざまな手法が提案され
ている9）10）。それぞれの推定手法から得られる面積
雨量の適用性は，雨量観測点の配置や流域の地形
的特性等が降雨に与える影響，対象流域のスケー
ルによって異なることが考えられる。
　また，雨量の代表性の評価は，実測流量との比
較が有効と考えられている11）。ここでは，それぞ
れの面積降雨算定手法の適用性を河川流量と比較
することによって検討した。検討は，長期間の観
測結果が得られている正馬様コミュニティー雨雪
量計，東濃鉱山雨雪量計の２箇所のデータを用い，
比較する流域は正馬川流域と東濃鉱山流域を設定
した。また，降雨－流出過程のタイムラグの影響
を避けるために，年度降雨量と年度河川流出高を
用いて比較を行った。
（１）面積雨量設定手法の選択
　表３に示した面積雨量設定手法のうち，雨量－
標高法は対象流域の地形条件が適用の鍵と考えら
れる。研究実施領域に分布する丘陵地の標高は約
２００m～３００mを示し，本格的な山岳地域と比較し
て高低差が小さい。図３に研究実施領域周辺の雨
量観測点（サイクル機構，気象庁，瑞浪市，建設
省，その他機関）における１９８７年～１９９９年の年降

水量の平均値と観測点標高の相関図を示す12）。図３
から，本領域周辺においては，雨量と標高の相関性
が低いことが指摘される。したがって，雨量－標高
法は適用性が低いと判断し，検討から除外した。
　また，等雨量線法も，利用できる雨量観測点が
２箇所しかないこと，及び，年度ごとに等雨量線
面積の算出が必要であり，作業が煩雑になると判
断し，検討から除外した。
　ティーセン法に関しては，雨量観測点２箇所の
位置関係から，正馬川上流域，板取洞流域，東濃
鉱山流域の３流域では設定ができなかった。
　支配圏法に関しては，支配圏の区分方法で次の
２つの方法を検討した。
�　標高で支配圏を区分する方法
　流域の支配圏を雨量観測点２箇所の平均標高で
ある標高２５７mで区分し，２５７mより高い範囲を東
濃鉱山の支配圏，より低い範囲を正馬様の支配圏
とした。
�　地形で支配圏を区分する方法
　流域を地形で区分し，谷底平地の範囲を正馬様
の支配圏，それ以外の斜面と尾根を東濃高山の支
配圏とした。
　なお，板取洞流域と東濃鉱山流域の標高が標高
２５７m以上であること，板取洞流域には谷底平野が
分布しないこと，東濃鉱山流域は地形改変が観測
期間を通じて行われていることから支配圏法によ
る検討から除外した。
　各手法による年度面積雨量の算定値を表２に示
す。
（２）河川流出高と面積雨量の相関関係と各流域を
代表する降水量の設定

　各流域の年度河川流出高と面積雨量の相関関係
を一次回帰直線の相関係数（Ｒ2）で比較した（表
４）。
　各流域の相関係数は，板取洞流域を除いて０．８７
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図３　平均年降水量と標高との関係（１９８７～１９９９年）

表３　面積雨量設定手法の一覧

備　　　　考面積雨量の設定手法

観測点の観測値で代表させる�代表値法

単純に観測値を平均する�算術平均法

�加重平均法

Thiessen（ティーセン）法ａ）

本研究で不採用等雨量線法ｂ）

本研究で不採用雨量－高度法ｃ）

支配圏法ｄ）
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～０．９９の範囲にあり面積雨量と年度河川流出高に
は高い相関性がある。板取洞流域の相関係数も，
０．７～０．８と他の流域に比べて低いが相関性は高い
といえる。
　また，各観測流域で比較すると，正馬川全流域，
正馬川下流域，板取洞流域は代表値法の正馬様コ
ミュニティー雨雪量計雨量が最も相関性が高く，
東濃鉱山流域と正馬川上流域は，算術平均法の雨
量が最も相関性が高いことがわかった。
　したがって，本報告では以後の岩盤浸透量の検
討においては，最も相関の良い面積雨量を用いる。

４．３　岩盤浸透量の算出

　以上の検討結果を考慮し，各観測流域における
岩盤浸透量を水収支法で算出した。
　算出に使用した面積雨量，河川流出高，蒸発散
量の対照表を表５に示し，年度岩盤浸透量と面積
雨量に対する百分率を表６に示す。また，それぞ
れの面積雨量と岩盤浸透量の相関関係を図４に示
す。なお，表５では，柄石川流域の面積雨量とし
て柄石川谷部雨雪量計の値をとった。柄石川流域
の両観測点の年度降水量を比較すると，２０００年度
の値に大きな違いが見られ，谷部雨雪量計が大き

な値を示している。ここでは，尾根部雨雪量計で
は欠測があると判断し，便宜的に谷部雨量計の値
を採用した。
　図４から，観測流域を流域内での位置や東濃鉱
山の影響の有無で分類すると，以下に示す特性が
読み取れる。
�　正馬川と柄石川の全流域では，年度降水量と
岩盤浸透量の相関はほとんど見られず，それぞ
れの上流域に比べて低い岩盤浸透量を示す。ま
た，年度によってはマイナスの値（岩盤からの
地下水湧出）を示す。

�　各流域内で上流部に位置する正馬川上流域，
正馬川モデル流域，柄石川小流域では，岩盤浸
透量が大きく，正馬川上流域では，年度降水量
と岩盤浸透量の間に正の相関関係が見られる。

�　流域の地下に東濃鉱山坑道を抱える東濃鉱山
流域と板取洞流域は流域の上流に位置するが，
他の上流域，小流域，モデル流域と比較して岩
盤浸透量は小さい。特に板取洞流域は，正馬川
上流域の内部に位置するにもかかわらず，ばら
つきが大きく，正馬川上流域と異なる傾向を示
す。

�　流域の下流部に位置する正馬川下流域では，
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表４　年度河川流出高と面積雨量の相関係数（Ｒ2）

加　 重　 平　 均　 法単純平均法代　表　値　法
面積雨量設定手法 支配圏法

（谷底平坦面を分割）
支配圏法

（標高２５７mで分割）
ティーセン法

正馬様・東濃鉱
山平均降水量

東濃鉱山降水量正馬様降水量

０．９１３８０．９２２８０．９１６９０．９５９６０．９００４０．９７３３正馬川流域流出高

０．９５８３０．９５５９０．９８１１０．９５４６０．９５５０正馬川上流域流出高

０．８８８８０．９０２１０．８９４６０．９３８２０．８７２３０．９６１５正馬川下流域流出高

０．７６７５０．７１３８０．８０３２板取洞河川流出高

０．９９７６０．９６８６０．９８７３東濃鉱山河川流出高

は最も相関係数の高い組み合わせ

表５　水収支解析に使用した面積雨量，河川流出高，蒸発散量の対照表

河川流出高蒸　発　散　量面　 積　 雨　 量流　域　名

SPD河川流量東濃鉱山ペンマン法正馬様コミュニティー降水量（代表値）正馬川全流域

SPU河川流量東濃鉱山ペンマン法正馬・鉱山平均降水量（算術平均）正馬川上流域

SPD‐SPU東濃鉱山ペンマン法正馬様コミュニティー降水量（代表値）正馬川下流域

IPU河川流量東濃鉱山ペンマン法正馬様コミュニティー降水量（代表値）板取洞流域

TPU河川流量東濃鉱山ペンマン法正馬・鉱山平均降水量（算術平均）東濃鉱山流域

SPM河川流量東濃鉱山ペンマン法正馬川モデル流域尾根部降水量正馬川モデル流域

GPD河川流量柄石川ペンマン法柄石川谷部降水量柄石川全流域

GPU河川流量柄石川ペンマン法柄石川谷部降水量柄石川小流域



１４４

岩盤浸透量が小さく，多くの年度でマイナスの
値を示す。また，面積雨量と岩盤浸透量の間に
弱い負の相関関係が見られる。

４．４　地下水流動解析による鉛直方向フラックス

分布

　研究実施領域では観測と並行して水理地質構造
モデルの構築といくつかの地下水流動解析が行わ
れている（三枝，他（２００１） 13）など）。本研究では，
地下水流動解析領域内のいくつかの流域で岩盤浸
透量の算出ができたことから，その分布と地下水

流動解析結果との比較を行うために，地下水流動
解析により算出された鉛直方向フラックスの平面
分布を検討した。
　三枝，他（２００１） 13）の地下水流動解析結果から
得られた，瀬戸層群直下の接点（設定地下水面が
岩盤内にある場合には，地下水面直下の接点）に
おける鉛直方向フラックスの平面分布図を図５に
示す。
　本解析では複数ケースの定常解析が行われてい
るが，今回は，そのうちの基本ケースを使用した。
基本ケースでは，地質構造を瀬戸層群，瑞浪層群，
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図４　年度総降水量と岩盤浸透量の相関

表６　各観測流域の年度岩盤浸透量と面積雨量に対する百分率

範　囲平均２０００年度１９９９年度１９９８年度１９９７年度１９９６年度１９９５年度１９９４年度１９９３年度１９９２年度１９９１年度１９９０年度観　測　年　度

－１８～１５８５５１４８８６４７３６７１１５８４０－１８１６２８－２正馬川流域

Gy
年度岩盤
浸透量
（mm/year）

９７～４３７２９６３１５３３２４３７３６３２４４２９２９７３５３１１０４０１３０８正馬川上流域

－１７８～７７－４６５１９－９０－７１７７７１４－１７８－５６－１３９－１２９正馬川下流域

－１９４～２７２９１－２７２１０９１２１－１９４１２６１５３４９－－－板取洞流域

７３～１２７９４－－－１２７９１９２７３－－８８－東濃鉱山流域

２８５～３７６３３０３７６２８５－－－－－－－－－正馬川モデル流域

－１０５～１８０３８１８０－１０５－－－－－－－－－柄石川流域

３９６３９６３９６－－－－－－－－－－柄石川小流域

－１～１０４１０６２２６１０４－１１１－０正馬川流域

降水量に
対する岩
盤浸透量
の割合　
（％）

９～２２１９２２２１２１２０１９１９９２２９２２２０正馬川上流域

－１１～５－３３１－５－４１５１－１１－４－７－８正馬川下流域

－１５～１８６－１８５７－１５８１５３－－－板取洞流域

５～７６－－－７７６７－－５－東濃鉱山流域

１９～２６２２２６１９－－－－－－－－－正馬川モデル流域

－７～１３３１３－７－－－－－－－－－柄石川流域

２８２８２８－－－－－－－－－－柄石川小流域
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花崗岩風化部，花崗岩上部割れ目帯，花崗岩健岩
部，５つの断層（月吉＋４つのリニアメント），月
吉断層破砕帯に区分し，モデル化した。
　境界条件は，上部境界条件を
　　（Water Table E．L．）＝０．９９２４×（Surface E．L．）
　　　　　　　　　　 　－４．８９８６
で計算される固定地下水面かつ自由浸出面として
与えた。ただし，東濃鉱山周辺では東濃鉱山坑道
部の排水を考慮して，固定地下水面を鉱山周辺の
瑞浪層群を対象とした地下水観測孔の地下水位に
あわせて低下させた。

　側方境界は南側を不透水境界，南側以外を固定
静水圧圧分布とし，下部境界は不透水境界とした。
　次に，水収支法による岩盤浸透量と比較するた
めに，各流域内での鉛直方向フラックスの平均値
を算出し，流域の浸透区分を行った（表７）。
　図５，表７から，以下の傾向が読み取れる。
�　柄石川流域では，小流域を含む上流側が浸透
域になり，下流側に湧出域が分布する。また，
流域の平均フラックスからみた浸透区分は両流
域とも浸透域を示し，フラックスから計算した
岩盤浸透量も上流域が大きく，下流域が小さい。
これらの結果は，水収支解析結果の浸透区分や
岩盤浸透量の傾向と整合する。

�　正馬川流域の鉛直方向フラックスの分布は，
東濃鉱山を中心にドーナツ状に浸出域がみら
れ，正馬川流域の地形とはあっていない。また，
流域の平均フラックスからみた浸透区分も，３流
域とも湧出域となり，正馬川下流域を除いて水
収支解析結果の傾向と一致しない。これは，上
部境界条件として東濃鉱山坑道の影響を地下水
面として低く設定しているため，地表面からの
岩盤浸透の影響が反映されていないことが原因
と考えられる。

５　考　察

（１）面積雨量の設定手法の適用性
　正馬川流域における面積雨量の検討結果から，
当流域では代表値法及び算術平均法による面積雨
量が河川流出高との相関性が高く，流域降雨を代
表していることがわかった。
　一般的に，面積雨量の設定には加重平均法が用
いられることが多いが，本研究対象流域の相関関
係の解析結果からは，加重平均法による面積雨量
と河川流出高との相関性は低い。この原因として
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図５　瀬戸層郡直下の接点における鉛直方向フラッ
クスの平面分布

表７　鉛直方向フラックスと岩盤浸透量の比較

水収支解析結果地下水流動解析結果
流 域 名

流域浸透区分平均年度岩盤浸透（mm）
フラックスから求めた
岩盤浸透量（mm）

流域浸透区分
流域平均フラックス

（m/sec）

浸透域５５．５－２３．１湧出域７．３４E‐１０正馬川全流域

浸透域２９５．５－４８．３湧出域１．５３E‐０９正馬川上流域

湧出域－４５．９－１９．４湧出域６．１４E‐１０正馬川下流域

浸透域３７．８１５８．３浸透域－５．０２E‐０９柄石川全流域

浸透域３９５．８３３７．０浸透域－１．０７E‐０８柄石川小流域

注）フラックスの値は解析のＺ軸にあわせて，下向きがマイナス，上向きがプラスになっている。
また，岩盤浸透量の値は，湧出がマイナス，浸透がプラスになっている。
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は，以下の要因が考えられる。
�　本研究が０．０１～０．５km2と狭い流域を対象と
し，流域近傍に設置された雨雪量計の観測結果
が流域全体の降雨特性を代表していたこと。
�　設定した流域に対して雨雪量計の配置が偏っ
ていること（正馬様コミュニティー雨雪量計が
正馬川流域の外側にある）で，ティーセン分割
の妥当性が低かったこと。
�　本研究地域に分布する丘陵は，高低差が比較
的小さく，雨量と観測地点標高の相関性が低い
ため，主に地形要素で区分した支配圏法の適用
性が低かったこと。
　本研究の結果からは，流域面積が０．０１～０．５km2

と比較的小さい流域を対象とする場合で流域内の
高低差が小さい流域では，流域内の位置的なバラ
ンスや地形的な特性から流域内を代表する降雨観
測地点が設定できれば，その降水量を代表値とし
て用いても良いことが示唆される。
　ただし，地下水流動解析範囲を対象とする検討
を行う場合には，数１０～１００km2の流域での岩盤浸
透量を考える必要がある。このような広い流域を
対象とする場合には，雨量観測地点の代表値より
も加重平均法による面積雨量の代表性が高く評価
される可能性も考えられる。したがって，地下水
流動解析範囲を対象とする水収支観測を行う場合
には，他機関の雨量観測点の配置も考慮して，よ
りバランスの取れた降水量観測点の設置が必要と
考えられる。
（２）正馬川流域内での岩盤浸透量の分布と観測流
域のスケールについて
　正馬川流域内を上流域，下流域に分け，１１年間
の平均で岩盤浸透量を比較すると，上流域では岩
盤浸透量が高くプラスの値（岩盤に浸透している）
を示し，下流域ではマイナスの値（岩盤から湧出
している）を示した。
　また，岩盤浸透量と年度降水量との相関関係は，
上流域で正の強い相関関係が見られ，下流域では
負の弱い相関関係が見られた。これは，降水量が
多い場合は上流域の岩盤への浸透量が増え，下流
域で岩盤からの湧出量が増えることを示し，降水
量が少ない場合は逆になることを示す。したがっ
て，正馬川流域内では上流域で浸透した地下水の
一部は下流域で湧出していると考えられ，観測流
域スケールでの地形的影響を観測している可能性
を示唆する。

　Toth（１９６３） 14）は，地形の起伏を反映した地下
水流動の概念を示し，地下水流動系のスケールに
local system（局所的な地下水流動系），intermedi-
ate system（中間的な地下水流動系），regional sys-
tem（広域的な地下水流動系）があることを示し
た14）。この概念を参考に，正馬川流域での地下水
流動系の概念図と水収支解析で求める岩盤浸透の
スケールを図６に示す。
　正馬川上・下流域のスケールでは，流域内の地
形的な配置や年度降水量の増減が岩盤への浸透・
湧出に大きく影響を与えていることから，ここで
は局所的な地下水流動系での地下水の出入りを観
測しているものと考えられる。
　これに対して，正馬川全流域の岩盤浸透量は，
降水量との相関性が低く，比較的少ない値で一定
している。また，正馬川全流域の岩盤浸透量は１１
年間の観測の間に２回だけ，マイナスを示す年度
があるが，平均的にはプラスの岩盤浸透量を示し，
流域全体としては深部岩盤への地下水涵養域に位
置すると考えられる。
　これは，正馬川全流域の観測スケールが，上・
下流域よりも大きなスケールの地下水流動系での
水収支を観測している可能性を示し，このスケー
ルでの地下深部への地下水浸透量が，降水量の増
減とは関係が低い可能性を示唆する。
（３）流域の基盤地質と岩盤浸透量の比較
　柄石川流域と正馬川流域は，水収支モデルの上
で，流域の基盤となる岩盤が違う地質環境（花崗
岩と瑞浪層群）で設定されている。柄石川流域の
観測期間が短いために，現状で正馬川流域と比較
することは難しいが，あえて観測期間の平均値で
比較すると，水収支観測で得られた岩盤浸透量の
傾向には大きな違いはみられなかった。
　ただし，２．５項で述べたように，柄石川の岩盤浸
透量の計算で用いた面積雨量は便宜的に定めてい
るため，今後の検討で面積雨量が変わった場合に
は，岩盤浸透量の傾向も変化する可能性がある。
柄石流域では，今後とも観測を継続して流域を代
表する降水量の設定を見直す必要がある。
（４）水収支解析から地下水流動解析へのアウトプ
ット

　水収支解析及び地下水流動解析から求めた岩盤
浸透量の値が真値を表しているかどうかは，水収
支解析のもつ誤差や，地下水流動解析の手法の選
択と与えるパラメータの精度の問題から現段階で
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は議論できない。
　しかし，２．６項で示したように，柄石川流域では
水収支解析による岩盤浸透量の分布と地下水流動
解析より算出された鉛直方向フラックスの平面分
布の傾向はよく合っている。
　また，前項で述べたように，柄石川流域では今
後の検討で岩盤浸透量の値は変化する可能性があ
るが，上流域と全流域の相対的な関係は，正馬川
流域の例から見ても変化しないと考えられる。
　したがって，水収支解析及び地下水流動解析結
果を相対的な岩盤浸透量の分布で比較検討するこ
とは，それぞれの解析結果の妥当性を検討する上
で有効な手段と考えられる。
　また，本研究では，水収支解析の観測流域の大
きさが地下水流動系のスケールに対応している可
能性が示唆された。これは，地下水流動解析で対
象とする地下水流動系のスケールをどこに置くか
によって，上部境界条件である岩盤浸透量を検討
するスケールが異なってくることを示している。
　したがって，水収支解析の流域スケールと地下
水流動系のスケールの関係を明らかにすること
は，地下水流動解析の上部境界条件を検討する上

で重要な課題と考えられる。
（５）東濃鉱山の人工的な影響
　板取洞流域と東濃鉱山流域は，その地下に東濃
鉱山坑道を抱え，人工的な影響が流域の水収支に
影響を与えている可能性がある。東濃鉱山は東濃
鉱山流域に２本の立坑と板取洞流域に１本の換気
立坑をもち，両流域にまたがって坑道が配置され
ている。坑道は，月吉断層を挟んで水収支解析で
岩盤と考えている瑞浪層群と土岐花崗岩の中に掘
削されている。
　水収支解析結果から，板取洞流域は正馬川上流
域の一部を構成するが，岩盤浸透量の傾向は正馬
川上流域と異なっており，その他の小流域，モデ
ル流域と比べても低い傾向がみられた。また，降
水量と河川流出高との関係の経時変化も他の流域
と違う傾向を示し，岩盤中の東濃鉱山坑道の影響
が考えられる。
　東濃鉱山では，水収支観測期間中にも坑道の掘
削作業や道路敷設等による地形改変が行われてい
る。したがって，東濃鉱山の人工的活動が両流域
に与える影響は経時的にも複雑であり，その水収
支解析への影響の除去は難しい。

サイクル機構技報　No.１６　２００２． ９

研
究
報
告

図６　正馬川流域での地下水流動系と観測範囲の概念図
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６．おわりに

　本稿では，研究実施領域で実施している水収支
解析結果を取りまとめ，各流域の年度岩盤浸透量
を算出すると共に，岩盤浸透量の算定上重要な面
積雨量設定手法の適用性の検討，岩盤浸透量の平
面分布と地下水流動解析との比較結果について報
告した。
　本稿での検討の結果，岩盤浸透量の観測流域ス
ケールへの依存性は，地下水流動解析の上部境界
条件を検討する上で重要な課題と考えられた。
　現在，本研究実施領域では，本報告で検討した
観測流域しか設定されていないため，より大きな
流域での岩盤浸透量の特性は把握されていない。
今後は，地下水流動解析領域を含む日吉川流域ス
ケールでの水収支観測を行ない，異なった流域ス
ケールでの流出特性や面積雨量の設定方法，岩盤
浸透量の特性を検討する必要がある。
　また，山内，他5）で指摘された，岩盤浸透量の
値のばらつきについては，観測流域のスケールの
違いにより，観測している地下水流動系が異なる
ことで説明できる。しかし，岩盤浸透量の値の信
頼性については，水収支法の算出方法の欠点から，
常に観測誤差の影響をぬぐい去ることはできな
い。したがって，今後も精度向上のための検討は
必要となるが，解析に用いる上部境界条件につい
て，どの程度の誤差が許容されるかは，地下水流
動解析の目的によって決定される。
　高レベル放射性廃棄物の地層処分研究における
地下水流動解析の重要な目的は，性能評価に用い
られる地下深部での地下水流動フラックスを得る
ことにある。解析におけるそれぞれの境界条件が
解析結果に与える影響については，感度解析等に
よって評価することが重要である。不飽和浸透流
解析に必要な上部境界条件である岩盤浸透量につ
いても，感度解析の結果を考慮して，必要な要求

精度を検討する必要がある。
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